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2本日ご議論いただきたい内容

 過去に事業者から頂いた要望のうち、以下の3項目については国の議論を踏まえ引き続き検討する事項として需給
調整市場検討小委員会において整理していた。

 ネガ／ポジワットの混在、ポジワット（逆潮流）のアグリゲーション（以下、「ポジアグリ」という）

 機器個別計測

 小規模多数リソースのアグリゲーション（以下、「小規模アグリ」という）

 これらの検討事項については、国の法制度やガイドラインに関連すること、需給調整市場に限定した課題ではないこと
から、国における検討が必要であるため、需給調整市場検討小委員会では事業者からこうした要望を頂いていること
を資源エネルギー庁へ申し伝えており、三次②の市場開始時点では対象外としている。

 現在、国の審議会等において、これらの検討事項の議論が開始されつつあるところではあるが、これらの議論と並行し
て、本作業会においても需給調整市場において具体的に考えられる課題、また今後の進め方について整理したので、
ご議論いただきたい。



3本日の議論の対象

出所）第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html


4目次

1. 需給調整市場検討小委員会におけるこれまでの整理

2. ポジアグリに関する今後の進め方

3. 機器個別計測に関する今後の進め方

4. 小規模アグリに関する今後の進め方

5. まとめ
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6各検討事項に対する需給調整市場検討小委員会でのこれまでの整理

 第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）において整理した各検討事項への対応方針は以下の通り。

項目 需給調整市場検討小委員会における対応方針（要約）

ポジアグリ  現行の調整力公募ガイドラインにおいて、電源Ⅰの募集単位は、「原則としてユニットを特定した
上で、容量単位による応札を受け付ける」とされており、ポジアグリでの参入は認められていない。

 国における検討事項と考えられるため、要望がある旨を資源エネルギー庁に申し伝える。

機器個別計測  市場開設時点では受電点による計測とし、不正防止策の策定を前提に機器個別計測について
も検討する。

 不正防止策の課題以外に、アセスメント、精算方法などについては、計量法の課題がある。
 国における検討事項であると考えられるため、要望がある旨は資源エネルギー庁に申し伝える。

小規模アグリ  現時点では、大口リソースの活用を想定した市場設計としている。一方、小規模リソースの活用
については、実証事業等における結果を参考にしながら、これに関連する機器個別計測やネガ
ワット調整金等、国で検討している制度面の審議状況も踏まえつつ、詳細を改めて検討する。

 事業者においてもそのビジネスモデルでどのように事前審査、アセスメントを実現できるか提案いた
だくよう求める。



7（参考）ポジアグリ及び小規模アグリに関する需給調整市場検討小委員会における整理

出所）第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html


8（参考）機器個別計測に関する需給調整市場検討小委員会における整理

出所）第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html


9国におけるこれまでの各検討事項の議論状況

 第12回需給調整市場検討小委員会以降の、各検討事項に関連する国における審議状況は以下の通り。

項目 第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）以降の国における審議状況

ポジアグリ  第10回ERAB検討会（2019.10.4）
 ポジアグリの調整力への活用を認めてほしいという事業者の要望を集約
 まずは電源Ⅰ’における高圧以上のポジアグリ許容に向けて検討を進め、その後、段階的に需

給調整市場等への適用範囲の拡大の是非についても検討するという方向性を提示

 第43回 制度設計専門会合（2019.11.15）
 一定の要件を設けた上で、ポジアグリの調整力への入札を認めるよう、現行の調整力公募ガイ

ドラインを見直す方向で検討を開始することを提示

 第12回制御量評価WG（2019.12.19）
 電源Ⅰ’においてポジアグリを実施した際の制御量の評価方法を提示
 電源Ⅰ’の受電点での高圧ポジアグリに関する課題を提示

機器個別計測  第22回 電力・ガス基本政策小委員会（2019.12.26）
 需要場所内で行う取引に関する計量法の在り方について、検討を進めていくことを提示

小規模アグリ  （需給調整市場検討小委員会において、事業者へそのビジネスモデルでどのように事前審査、ア
セスメントを実現できるか提案をいただくよう求めたものの、現時点においては事業者からの具体的
な提案はない状況）
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11ポジアグリの定義

 発電設備のうち、ユニット単体では商品要件の最低入札容量に満たない小規模な電源は、アグリゲートしないと市場
に参入できない。

 また、需要家構内に設置された自家発や蓄電池等の出力が構内の需要を上回る際に発生する系統側への逆潮流
についても、商品要件の最低入札容量に満たない場合には、アグリゲートしないと市場に参入できない。

 本作業会では、これらユニット単体では商品要件の最低入札容量に満たない小規模な発電設備、及び需要家の逆
潮流をアグリゲートして市場に参入するケースをポジアグリと定義する。



12ポジアグリに関する事業者のニーズ

 広域機関で実施した「需給調整市場（三次②）に関する意見募集（平成31年4月26日～令和元年5月17
日）」において、事業者の主な要望は以下の通り。

出所）第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html


13ポジアグリに関するこれまでの需給調整市場検討小委員会の整理

 ポジワットは、現行の調整力公募ガイドラインにおいて、調整力である電源Ⅰの募集単位は、「原則としてユニットを特
定した上で、容量単位による応札を受け付ける」とされており、ポジワットのアグリゲーションは認められていない。

 こうした国での方針を踏まえて、需給調整市場検証小委員会では、「ネガワットのアグリゲーション」及び「単一ユニット
でのポジワット」の参入が可能と整理し、ポジアグリの参入については国における検討が必要と考えられるため、その点に
ついて資源エネルギー庁に申し伝えている。

出所）第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html


14ポジアグリに関する現在の国での議論状況

 第10回ERAB検討会（2019.10.4）において、まずは電源Ⅰ’における高圧以上のポジアグリの活用に向けて検討
を進め、その後段階的に需給調整市場等への適用範囲の拡大を検討する方向性が提示されている。

項目 国における関連する動き（抜粋）

ポジアグリ  第10回ERAB検討会（2019.10.4）
 ポジアグリの調整力への活用を認めてほしいという事業者の要望を集約
 まずは電源Ⅰ’における高圧以上のポジアグリ許容に向けて検討を進め、その後、段階的に需

給調整市場等への適用範囲の拡大の是非についても検討するという方向性を提示

 第43回 制度設計専門会合（2019.11.15）
 一定の要件を設けた上で、ポジアグリの調整力への入札を認めるよう、現行の調整力公募ガイ

ドラインを見直す方向で検討を開始することを提示

 第12回制御量評価WG（2019.12.19）
 電源Ⅰ’においてポジアグリを実施した際の制御量の評価方法を提示
 電源Ⅰ’の受電点高圧ポジアグリに関する課題を提示



15（参考）ポジアグリの調整力としての活用に向けた今後の方向性について（ERAB検討会）

出所）第10回 ERAB検討会（2019.10.4） 資料7をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/pdf/010_07_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/pdf/010_07_00.pdf


16（参考）調整力公募ガイドラインの見直しの方向性について（制度設計専門会合）

出所）第43回 制度設計専門会合（2019.11.15） 資料6をもとに作成
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/043_06_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/043_06_00.pdf


17（参考）制御量評価WGにおけるポジアグリの評価方法（制御量評価WG）

出所）第12回制御量評価WG（2019.12.19）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/seigyoryo_hyoka_wg/pdf/012_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/seigyoryo_hyoka_wg/pdf/012_03_00.pdf


18（参考）制御量評価WGにおけるポジアグリの評価方法（制御量評価WG）

出所）第12回制御量評価WG（2019.12.19）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/seigyoryo_hyoka_wg/pdf/012_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/seigyoryo_hyoka_wg/pdf/012_03_00.pdf


19（参考）制御量評価WGにおけるポジアグリの評価方法（制御量評価WG）

出所）第12回制御量評価WG（2019.12.19）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/seigyoryo_hyoka_wg/pdf/012_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/seigyoryo_hyoka_wg/pdf/012_03_00.pdf


20（参考）制御量評価WGにおけるポジアグリの評価方法（制御量評価WG）

出所）第12回制御量評価WG（2019.12.19）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/seigyoryo_hyoka_wg/pdf/012_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/seigyoryo_hyoka_wg/pdf/012_03_00.pdf


21（参考）電源Ⅰ´の受電点高圧以上ポジアグリの公募参入についての課題（制御量評価WG）

出所）第12回制御量評価WG（2019.12.19）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/seigyoryo_hyoka_wg/pdf/012_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/energy_resource/seigyoryo_hyoka_wg/pdf/012_04_00.pdf


22需給調整市場におけるポジアグリに関する今後の進め方

 需給調整市場におけるポジアグリに関する課題は、電源Ⅰ’におけるポジアグリに関する課題と共通の課題も多いと考
えられる。

 そのため、需給調整市場に関する検討においては、手戻りのないよう、国で行われている電源Ⅰ’に関する議論の検討
状況を注視し、電源Ⅰ’におけるポジアグリの検討が全て完了し参入が可能と整理された段階で、需給調整市場への
適用範囲の拡大に向けた追加検討を実施していくこととしてはどうか。
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24機器個別計測の定義

 需要家内には、制御対象のリソース（自家発や蓄電池、制御可能な需要）と制御対象外のリソース（制御対象
外の需要や太陽光発電のように自然変動する発電設備）が存在する。

 受電点においてΔkWのアセスメント等（以下、「ΔkW評価」という）を実施する場合、制御対象外のリソースの変動
を加味したうえで、受電点で指令に合致するように制御対象のリソースを制御することとなる。こうした場合、制御対象
外のリソースの規模が大きい、もしくはその変動量が大きい場合、制御対象のリソースでは制御しきれないケースがある。

 そのため、制御対象のリソース自体を機器点で個別に計測した計量値によってΔkW評価を実施してほしいという事業
者の要望があがっている。

 本作業会では、系統と需要家の接続点である受電点ではなく、需要家内に設置された制御対象のリソースの出力
若しくは消費電力を直接計測できる計測点（以下、「機器点」という）において、ΔkW評価または調整力の発動に
よって生じたkWh（以下、「調整力kWh」という）の精算を行うために計測を行うことを機器個別計測と定義する。
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25機器個別計測に関する事業者のニーズ

 広域機関で実施した「需給調整市場（三次②）に関する意見募集（平成31年4月26日～令和元年5月17
日）」において、事業者から頂いた機器個別計測に関する主な要望は以下の通り。

出所）第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html


26機器個別計測に関するこれまでの需給調整市場検討小委員会の整理

 需給調整市場検討小委員会において、需給調整市場（三次②）の開設時点では、調整力のΔkW評価及び調
整力kWh精算の計測点は受電点とし、機器個別計測については、不正防止策の策定を前提に今後検討することと
して整理された。

 また、不正防止策以外の課題であるアセスメント、精算等については、計量法の課題とも関連していることから、こうし
た点について、資源エネルギー庁に申し伝えている。

出所）第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html


27需給調整市場と計量法の関係

 調整力kWhは、電力量によって精算することとなるため、特定計量器によって実施する必要がある。

 一方、ΔkWの精算は電力量による精算ではないことから、その評価に用いる計量器は、電力計、もしくは特定計量
器でよいと国において整理された。なお、三次②の取引規程では、特定計量器を使用しない場合について、市場運
営者が計量器の規格及び性能・精度を指定している。

出所）第11回需給調整市場検討小委員会（2019.4.25）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_11_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_11_haifu.html


28需給調整市場において機器個別計測の許容を検討する上での論点

 需給調整市場において機器個別計測の許容を検討する上での論点として、以下の2点が考えられる。

 ΔkW評価の計測点と、調整力kWhに関する精算の計測点の一致の是非

 機器個別計測を許容する際の不正行為への対応策の検討



29ΔkW評価と調整力kWh精算の計測点に関する論点整理(検討パターンの整理)

 ΔkW評価と調整力kWh精算の計測点を組み合わせた検討案は以下の通り。

計測点

ΔkW評価 機器点 機器点

調整力
kWh精算

受電点 機器点

調整力kWh精算の範囲 制御対象以外のリソースを含む 制御対象のみ

イメージ図

L1G L2

調整力kWh精算

受電点 機器点

ΔkW評価
受電点 （現状） ―

機器点 不一致 一致

調整力kWh：受電点

… 検討対象

不一致 一致

【計測点の組合せ】

ΔkW：機器点 ：機器点
調整力kWh ：機器点

制御対象

調整力kWh精算
の範囲

ΔkW評価対象

L1G L2

制御対象

ΔkW



30ΔkW評価と調整力kWh精算の計測点が異なる場合の課題

 調整力kWh単価は、本来、調整力の発動によって生じたkWhの対価として支払われることが適切であることから、
ΔkW評価及び調整力kWh精算の計測点を一致させる必要があるのではないか。

 計測点が異なる場合、ΔkW評価対象外リソースの応動も調整力単価で精算されることとなるため、インバランス価格
を調整力の発動によって生じたkWh単価に置き換える裁定行為が可能となる。

 こうした不正を防止する観点からもΔkW評価及び調整力kWh精算の計測点は一致させる必要があるのではないか。

計測
点

ΔkW評価 機器点 機器点

調整力kWh精算 受電点 機器点

イメージ図

精算イメージ
送配電

⇒ 30円受取り小売BG

G L2

制御対象

L1G L2

制御対象

L1

+10 ＋8

＜前提条件＞
・調整力kWh単価:15円/kWh

・インバランス単価 :20円/kWh

不一致 一致

+10

+2 +2

＋8

指令 +10
上げ調整力を供出

(計画外)

調整力kWh精算
の範囲

[調整力のkWh精算]

２×15円/kWh

[インバランス精算]

0×20円/kWh

送配電

⇒ 10円支払い小売BG

[調整力のkWh精算]

10×15円/kWh

[インバランス精算]

8×20円/kWh

制御対象外 制御対象外

(計画外)

指令 +10
上げ調整力を供出



31（参考）需給調整市場検討小委員会における現時点での計測点の整理

 三次②では、ΔkW評価及び調整力kWh精算の計測点をいずれも受電点としている。

 制御対象外の需要変動により指令と異なる応動が生じた場合においても、ΔkW評価及び調整力kWh精算の計測
点が一致していれば、「ΔkW評価のペナルティ回避」の行動をとるインセンティブが生じるため、計測点が一致しない
ケースと比較して、不正は起こりにくいと考えられるのではないか。

計測
点

ΔkW評価 受電点

kWh精算 受電点

イメージ図

L2G L3

kWh：受電点
ΔkW：受電点

⇒ 事業者がΔkWペナルティ回避行動をとると考えると
不正行為は一定程度抑止できる

ΔkWペナルティ対象
（本来は+10）

 ＋10の上げ指令により、制御対象の自家発が上げ調整力＋10を供出

 一方、同一地点にある制御対象「外」の需要設備が計画値より8需要増加

+10

+2

+8

一致

調整力kWh精算
の範囲

ΔkW評価対象

調整力のkWh精算

２×15円/kWh

インバランス精算

0×20円/kWh

調整力のΔkWペナルティ

ΔkWペナルティを回避するには「受電点で＋10」が
必要となり、以下のいずれかでの対応となるか。

 制御対象（自家発）を「+10」→「＋18」

 制御対象外（負荷）を「+ 8」→「+ 0」

（前頁参照）

＜ΔkWペナルティ回避＞



32ΔkW評価と調整力kWh精算の計測点を機器点とした場合に考慮すべき事項

 ΔkW評価と調整力kWh精算の計測点を不一致とすると裁定行為が生じうるため、両者を一致させることが必要とな
る。ここでΔkW評価の計測点を機器点とした場合、調整力kWh精算の計測点についても機器点とする必要がある。

 現行の計量法では、kWh精算に用いる計測値は特定計量器で計量することが求められているため、機器点にも特
定計量器を設置する必要があるが、その場合、アグリゲータ―が計量器の設置及び検針等の実施、並びにこれらに要
する費用を負担する必要があるため、アグリゲーターの事業性に影響を及ぼす可能性がある。

 このことから、ΔkW評価を機器点とした場合には、計量法の緩和等を実施した上で、調整力kWh精算に特定計量
器以外の計量器（以下、「非特定計量器」という）を用いた計測値での精算等を許容する必要があるのではないか。

 なお、こうした計量法に関する議論は、今後国の審議会等において検討を開始することとされている。

１．機器点に特定計量器を設置する場合
２．計量法を緩和し、非特定計量器による

機器点での調整力kWh精算を許容する場合

受電点

特定

特定

機器点

を新規に設置

L1G L2

制御対象

受電点

特定

機器点

L1G L2

制御対象

非特定

非特定 による

調整力kWh精算の許容
（既設）

制御対象外 制御対象外

特定

と による

差分計量の許容

非特定特定

（既設）

（既設）



33（参考）計量法に関する国での審議状況①

出所）第22回 電力・ガス事業分科会 電力基本政策小委員会（2019.12.26）資料8
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf


34（参考）計量法に関する国での審議状況②

出所）第22回 電力・ガス事業分科会 電力基本政策小委員会（2019.12.26）資料8
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf


35（参考）計量法に関する国での審議状況③

出所）第22回 電力・ガス事業分科会 電力基本政策小委員会（2019.12.26）資料8
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf


36（参考）計量法に関する国での審議状況④

出所）第22回 電力・ガス事業分科会 電力基本政策小委員会（2019.12.26）資料8
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf


37（参考）計量法に関する国での審議状況⑤

出所）第22回 電力・ガス事業分科会 電力基本政策小委員会（2019.12.26）資料8
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf


38（参考）計量法に関する国での審議状況⑥

出所）第22回 電力・ガス事業分科会 電力基本政策小委員会（2019.12.26）資料8
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/022_08_00.pdf


39機器個別計測を許容した際に想定される不正行為について

 機器個別計測を許容にあたっては、ΔkW評価及び調整力kWh精算に用いる計測点に関する課題に加えて、需要
家構内における配線の変更等における不正行為への対応策についてもあわせて検討する必要がある。

 一般送配電事業者は、系統と需要家の接続点である受電点において、各需要家の電力量の計量等、電力取引を
管理しているが、受電点以下の需要家構内における電気の流れを把握することは困難である。

 そのため、機器個別計測を許容した場合、計量器の設置点や需要家構内の設備状況によっては、機器毎には見か
け上指令値通りに応動している場合であっても、実際には系統の需給改善に寄与していないケースが考えられるため、
こうした不正行為について対策を講ずる必要がある。



40（参考）機器個別計測とした場合に想定される不正行為の例

出所）第9回需給調整市場検討小委員会（2019.3.5）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html


41海外における機器個別計測への不正防止策

 先行する海外の需給調整市場においても、機器個別計測の導入、もしくは実証等で導入の検討が進められている
事例があり、こうした海外における不正防止策について調査※を行った。

 各国ともに、系統運用者がデータをオンラインで取得しておくことが重要と考えられており、オンラインによりデータを取得
しておき、これらをいつでも確認できることを担保としつつ、万一不正行為が発覚した際のペナルティ強度を高くしておく
ことで、アグリゲーター等から提出される情報を一定程度信用する、という考え方において共通していることを確認した。

 また、こうした対策にあたっては、系統運用者が監視システムの構築に対して比較的大規模な投資をしていること、ま
た、アグリゲーター及び需要家側のシステムや検針行為等はアグリゲータが費用負担しているということであった。

イギリス フランス アメリカ

対象TSO National Grid RTE PJM

機器個別
計測の許容

受電点/機器個別計測
受電点

（機器個別計測は実証）
受電点/機器個別計測

※Regulationのみ機器個別を許容

不正防止策の
検討状況

 全てのリソースをオンラインで監視
（蓄電池等の充放電量等含む）

 改竄ができない粒度（10秒値）
でオンラインで系統運用者に情報を
提出

 システム上で指令通りに応動してい
るか確認(ただし中給システム外)

 不正発覚時のペナルティ強度を高く
する

 全てのリソースをオンラインで監視

 改竄ができない粒度（10秒値）
でオンラインで系統運用者に情報を
提出

 システム上で指令通りに応動してい
るか確認し、受電点とも突き合わせ

 不正発覚時のペナルティ強度を高く
する

 抜き打ちで監査を実施できる

 全てのリソースをオンラインで監視

 改竄ができない粒度（10秒値）
でオンラインで系統運用者に情報を
提出

 抜き打ちで監査を実施できる

 需要家内の単線結線図を事前に
提出させ、計量点及び類似機器
への計量器の設置を要求、市場
参加には承認が必要

※イギリス、フランスは広域機関が系統運用者を直接訪問し聞き取り調査した結果による。PJMは関連するマニュアル等より調査



42（参考）諸外国の機器個別計測の許容に向けたシステム構築の事例

出所）National Grid ESO 提供資料 ”Operetional Metering for Small(<100MW)BM Participants”
https://www.nationalgrideso.com/document/150286/download

 National Grid（イギリス）は、小規模リソースの参入を想定してシステムを構築している。

https://www.nationalgrideso.com/document/150286/download


43（参考）諸外国の需給調整市場における機器個別計測の許容

 PJMにおけるシステム構築事例は以下の通り。PJMが需要家内の機器と直接データ通信する仕組みとなっている。
（JETSTREAM）

出所）PJM ”Introduction to Jetstream”
https://www.pjm.com/-/media/etools/jetstream/introduction-to-jetstream.ashx?la=en

https://www.pjm.com/-/media/etools/jetstream/introduction-to-jetstream.ashx?la=en


44（参考）PJMにおける機器個別計測に対する不正防止策

 PJMにおける機器個別計測に対する不正防止策として、アグリゲーターに対して単線結線図の提出、全ての類似機
器へのサブメーターの設置を求め、事前に承認が必要。運用時はオンラインでリアルタイムに情報を送信させており、加
えて、抜き打ちで監査を実施することができることと、要件に合わない場合は市場参加を拒否できる。

出所）PJM Manual11
https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx

https://www.pjm.com/~/media/documents/manuals/m11.ashx


45需給調整市場における機器個別計測に関する今後の進め方

 ΔkW評価に関する機器個別計測の許容にあたっては、裁定取引の防止を前提とすると、ΔkW評価及びkWh精算
の計測点を一致させる必要があるため、計量法の緩和が必要となる。そのため、需給調整市場における機器個別計
測の検討については、計量法が緩和された後に不正防止策の検討を開始していくこととしてはどうか。

 また、2024年度に市場開設される一次については、EVや蓄電池、GF機能を有した負荷等の新しいリソースの参入
が期待されている。一次は周波数に応じて上げ調整及び下げ調整を繰り返すため、kWhはほとんど生じないと考えら
れ、海外の一次相当の商品の中には調整力kWh精算を実施していない事例もある。

 仮に一次における調整力kWh精算を不要と整理すれば、機器個別計測の是非については、計量法に係る検討は
不要とできる可能性がある。一次の市場設計においては、この点も踏まえて検討していくこととしてはどうか。

 機器個別計測が導入された場合、需要家内のリソースの制御により受電点の需要を制御しこれを取引するディマン
ドリスポンスから、需要家内の発電機等のリソースを直接制御しこの出力を直接取引するビジネスに変わっていくものと
考えられる。

 この場合、需要家内のリソースと総需要で取引の精算や管理主体が分かれていくこととなることから、供給力確保に
かかる各事業者の責任範囲の整理や、系統利用負担など他の関連諸制度との関係の整理などもあわせて検討が
必要となるのではないか。

 なお、需要家内に設置されている自家発は、発電機であることから排出係数が高いものもある一方、制御性が良いた
め、機器個別計測を導入することで市場への参入が加速する可能性がある。こうした環境負荷の増加等、環境面に
おける課題は、国において何らかの制度的対応が必要と考えられるのではないか。
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47小規模アグリの定義

 本作業会においては、低圧の一般家庭など小規模な需要家における家庭用蓄電池、EV、空調、照明などkW以下
の制御可能なリソースを数万件アグリゲートして市場に参入するケースを想定し、これを小規模アグリと定義する。



48小規模アグリに関する事業者のニーズ

 広域機関で実施した「需給調整市場（三次②）に関する意見募集（平成31年4月26日～令和元年5月17
日）」において、事業者から頂いた小規模アグリに関する主な要望は以下の通り。

出所）第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html


49小規模アグリに関するこれまでの需給調整市場検討小委員会の整理

 現時点ではアグリゲーターは大口のリソースを活用して参入することを想定して市場設計されており、小規模リソースの
アグリゲート（数千～数万単位）は、需要家リストの提出方法や、これに関連する機器個別計測やネガワット調整
金等、国で検討している制度面の検討事項も多いことから、現時点では対象外と整理した。

 また小規模アグリを活用して需給調整市場への参入を検討している事業者においても、そのビジネスモデルでどのように
事前審査、アセスメントを実現できるか提案をいただきたいと整理している。

出所）第12回需給調整市場検討小委員会（2019.6.27）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_12_haifu.html


50小規模アグリに関する課題

 現在の需給調整市場検討小委員会における整理は、大口の需要家のリソースをアグリゲートとして参入することを前
提としているため、事前審査及びアセスメントの実施方法、需要家リストの提出等もこうしたリソースを想定したものと
なっており、その対象を小規模アグリまで拡大する場合、これらの見直しが必要と考えられる。

 加えて、低圧需要家における課題として、逆潮流時の発電計画の考え方など、大口需要家と比較して新たな制度面、
運用面における課題があると考えられる。



51小規模アグリに関する今後の進め方

 小規模アグリについては、低圧需要家における家庭用蓄電池やEV等のリソースの活用が考えられるが、生活行動に
よって需要は時々刻々と変化する可能性がある。また、太陽光発電を設置している場合、自然変動によって時々
刻々と変動する逆潮流が発生している時間も長いと考えられ、ポジアグリ及び機器個別計測の課題が解決されること
が前提となるのではないか。

 そのため、小規模アグリについては、ポジアグリ及び機器個別計測の課題が解決された後に、これらのリソースを活用し
たビジネスモデルも踏まえた検討を行うこととしてはどうか。

 なお、小規模アグリの検討にあたっては、小規模リソースの参入により、調整力の調達にかかるコスト削減が期待できる
一方、一般送配電事業者においては、システム改修等の費用が生じる。社会コストの増加を防ぐ観点からは、調達コ
ストの削減金額が一般送配電事業者における投資コストを上回る必要がある。小規模リソースは一軒一軒の規模が
小さいことから、数万～数十万軒以上の規模が必要と想定されるが、一般送配電事業者が投資をしたものの小規
模リソースの参入がほとんど無いといったことを避けるため、投資時期やその規模に留意する必要がある。

 これらのことから、今後小規模アグリに関する検討を進めるにあたっては、事業者においてもそのビジネスモデルの中でど
のように事前審査、アセスメントを実施できるのかについて、引き続き提案をいただくこととしてはどうか。
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 需給調整市場における各検討事項の今後の進め方について、以下のように進めてはどうか。

（ポジアグリ）

 国で行われている電源Ⅰ’に関する議論の検討状況を注視し、電源Ⅰ’におけるポジアグリの検討が全て完了し
参入が可能と整理された段階で、需給調整市場への適用範囲の拡大に向けた追加検討を実施していく。

（機器個別計測）

 ΔkW評価に関する機器個別計測の許容にあたっては、裁定取引の防止を前提とすると、ΔkW評価及びkWh
精算の計測点を一致させる必要があるため、需要家構内での不正行為に対する防止策については、計量法が
緩和された後に検討を開始していく。

（小規模アグリ）

 ポジアグリ及び機器個別計測の課題が解決された後に、これらのリソースを活用したビジネスモデルも踏まえた検
討を行う。

 なお、社会コストの増加を防ぐ観点からは、小規模リソースの参入による調達コストの削減金額が、一般送配電
事業者における投資コストを上回る必要があり、一般送配電事業者が投資をしたものの小規模リソースの参入
がほとんど無いといったことを避けるため、投資時期や規模に留意する必要がある。

 これらのことから、今後小規模アグリに関する検討を進めるにあたっては、事業者においてもそのビジネスモデルの
中でどのように事前審査、アセスメントを実施できるのかについて、引き続き提案をいただく。


